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東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の基礎
的電気通信役務に係る効率化のための具体的方策並びに基礎的
電気通信役務支援機関の平成２１年度事業計画について

○報告の概要等

（別添資料）
・平成21年度における基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化の計画について（写）

（東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社）

・平成21年度事業計画等認可申請書（写）
（基礎的電気通信役務支援機関）

＜目 次＞



情報通信審議会答申（H18.11.21）における要望事項等 １

経営効率化の推進 （情報通信審議会 ☞ ＮＴＴ東西、行政）

○ ＮＴＴ東西が交付金を受けるに際し、一層の効率化を行い赤字の

縮小に努めるため、以下を要望。

交付金の交付に当たり、設備利用部門の費用について７％の経営

効率化を前提としているため、毎年、ユニバーサルサービス収支表

の提出に併せて、その実績を総務省に報告すること。

総務省は、上記の経営効率化について、十分な検証を行うこと

が必要であり、そのための方策を講ずるとともに、当該検証結果

については、審議会に対し報告等を行うこと。

◆ H18.11.21 情報通信審議会においてユニバーサルサービス制度に係る交付金の交付等の認可の際、ＮＴＴ東西に対する

経営効率化について要望。

これを受け、総務省は、ＮＴＴ東西等に対し行政指導を実施。

情報通信審議会からの要望（Ｈ１８.１１.２１）

基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化の推進

（総務省☞ ＮＴＴ東西）

今回の交付金の算定は、貴社において、設備利用部門の費用に

ついて約７％の経営効率化を行うことを前提としている。このため、

貴社が基礎的電気通信役務の提供において当該効率化を達成する

ことが重要。

ＮＴＴ東西は、交付金の算定に用いた経営効率化率（７％）の達成

度合い（実績）を総務省に報告すること。

毎年度の事業計画の認可申請の際に、基礎的電気通信役務に

係る効率化のための具体的方策について報告すること。

基礎的電気通信役務の提供に関し講ずべき措置について
（Ｈ１８.１１.２２）



ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用の効率化の推進① ２

○ １１６業務の効率的な受付体制の推進

○ 加入権取扱い業務の拠点集約

○ 料金業務の拠点集約

ＮＴＴ東西の主な効率化計画

人員数の削減

業務の集約
ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞによる効率化

その他

① H21年度もＮＴＴ東西ともに、設備利用部門の費用について、７％の効率化を継続 （東：▲117億円、西：▲91億円）

② 人員のスリム化（東： 4.6万人(H20年度) → 4.3万人(H21年度) 西： 4.9万人(H20年度) → 4.6万人(H21年度)）

③ 各種業務の集約・アウトソーシングによる効率化の実施

○ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

○ ＠ビリングの利用増による料金請求費用の抑制 等

報告のポイント

■ ＮＴＴ東日本

【H19実績】 【H20推計】 【H21計画】

4.9万人 4.6万人 4.3万人

対前年 （▲ 0.3万人） （▲ 0.3万人）

［※上記の人員数には、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ会社等の人員を含む。］

■ ＮＴＴ西日本

【H19実績】 【H20推計】 【H21計画】

5.4万人 4.9万人 4.6万人

対前年 （▲ 0.5万人） （▲ 0.3万人）

○ １１６業務の拠点集約、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞによる効率化

○ 加入権取扱い業務の拠点集約、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞによる効率化

○社宅等、不動産売却による保有コストの削減

○ Myビリングの利用増による料金請求費用の抑制 等

［※上記の人員数には、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ会社等の人員を含む。］



【参考】 効率化のための具体策 ３

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

人員のスリム化

業務の集約

［ ※１ ： 年度末に退職・再雇用する人員を含む。 ※２ ： Ｈ２０年度末及びＨ２１年度末については推計値。 ］

施策の内容

１１６業務

・ ２７拠点を２０拠点に集約するとともに、アウト
ソーシングによる効率化を実施。

・ 平成２１年度第１四半期に完了予定。

加入権取
扱い業務

・ １８拠点を1拠点に集約するとともに、アウト
ソーシングによる効率化を実施。

・ 平成２０年１２月に完了。

0.6万人

Ｈ１９年度末

4.9万人 4.6万人
（▲0.3万人） 4.3万人

（▲0.3万人）

NTT東日本
本体

0.6万人 0.6万人

ＯＳ会社等
4.3万人 4.0万人 3.8万人

Ｈ２０年度末 Ｈ２１年度末

0.6万人

Ｈ１９年度末

5.4万人 4.9万人
（▲0.5万人） 4.6万人

（▲0.3万人）

NTT西日本
本体

0.6万人 0.6万人

ＯＳ会社等

4.8万人 4.3万人 4.0万人

Ｈ２０年度末 Ｈ２１年度末

施策の内容

１１６業務

・ 受付時間の見直しによる効率的な受付体制を
推進。

・ 平成２０年１０月実施。

加入権取
扱い業務

・ １５拠点を２拠点に集約。

・ 平成２０年７月実施。

料金業務

・ 料金問合せ業務を対象に７０拠点を５２拠点に
集約。

・ 平成２１年７月に完了予定。



ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用の効率化の推進② ４

効率化額
▲１１７億円

ＮＴＴ東日本

Ｈ１９年度実績 Ｈ２０年度見込 Ｈ２１年度計画

基礎的電気通信役務に係る
設備利用部門の費用

１，８０４億円 １，６７８億円 １，５６１億円

効率化率 ▲７％ ▲７％

効率化額
▲９１億円

Ｈ１９年度実績 Ｈ２０年度見込 Ｈ２１年度計画

基礎的電気通信役務に係る
設備利用部門の費用

１，４０３億円 １，３０５億円 １，２１４億円

効率化率 ▲７％ ▲７％

ＮＴＴ西日本



基礎的電気通信役務支援機関の平成２１年度事業計画・収支予算の認可 ５

① 支援業務費は約０．７０億円 （約０．８０億円（H20年度） ）
・H20年度予算に比べ、周知広報費を効率化（約 ０．４１億円（H20年度） → 約 ０．３１億円（H21年度））。
・なお、交付金交付・負担金徴収業務を行うことから、全体の収支予算は約１５４億円程度となっている。

② 効率的かつ多面的な周知広報の実施
・H21年度算定の番号単価がH20年度（８円／月・番号）と同水準になると予想されることから、周知広報費の効率化を図ることにより支出額を抑制。
・なお、H20年度の実績を踏まえつつ、制度のより一層の浸透を図るため、Ｗｅｂ広告の活用や地方説明・見学会の開催など多面的な周知広報を実施。

③ 予備費の計上
・これまでの予算作成過程を踏まえ、費目ごとのスリム化の徹底を図るとともに、不測の事態に備え、予備費をH20年度と同額の３００万円計上。

事業計画・収支予算のポイント

平成２１年度予算額 平成２０年度予算額

収入 １５，３８１，２３１ １１，５３０，１０２

負担金収入 １５，３１０，７０２ １１，４４８，２２８

借入金返済引当資産取崩収入 ２１５ １，５６３

借入金収入 ６３，８１４ ６５，３１１

前期繰越収支差額 ６，５００ １５，０００

支出 １５，３８１，２３１ １１，５３０，１０２

交付金支出 １５，２４５，６０６ １１，３８１，２９０

支援業務費 ７０，３１４ ８０，３１１

（再掲） 周知広報費支出 ３０，７６５ ４１，４２４

（再掲） 予備費支出 ３，０００ ３，０００

借入金返済支出 ６５，３１１ ６８，５０１

【平成２１年度収支予算】 （単位：千円）



【参考】 平成２１年度支援業務費の詳細 〔主な費用の昨年度決算額（概算）との比較〕

区分 平成２１年度予算額
平成２０年度決算額

（概算）
増減等の説明

人件費 ２４,１３９千円 ２３,６７２千円
前年度決算比 ＋４６７千円
（支援業務室員の定期昇給に伴う給料手当＋297千円 他）

物件費等 １２,４１０千円 １１,０６２千円
前年度決算比 ＋１,３４８千円

（旅費交通費▲172千円、支払利息費＋836千円 他）

（再掲）

諸謝金
３,５１２千円 ３,１７０千円

前年度決算比 ＋３４２千円

○平成２１年度予算額の内訳

・企業倒産、未納対策顧問弁護士 年額1,008千円 （±0千円）

・監査関係費用等 1,945千円 （±0千円）

・支援業務諮問委員会委員謝金 217千円 （±0千円）

・会計経理事務一部委託 342千円 （＋342千円［新規計上］）

周知費用 ３０,７６５千円 ３８,２０３千円

前年度決算比 ▲７,４３８千円

○平成２１年度予算額の内訳

・新聞広告 16,705千円 (＋202千円）
- 昨年度と同様に１１月下旬を目途に「半２」サイズにて１回実施。

・パンフレット作成費 900千円 (＋627千円）
- 昨年度と同様に２万部作成し、各種団体・電気通信事業者等に配布。

・ホームページ更新、保守管理 250千円 (▲820千円）

・コールセンター 9,920千円 (▲7,024千円) 
- 番号単価改定値がほぼ横ばい傾向にあると予測されることから、受付体制を縮小。

・インターネット広告 2,000千円 (＋530千円）
- 昨年度と同様に１２月を目途に１回実施。

・地方説明・見学会 990千円 (▲953千円）
- 昨年度と同様に８月を目途に２箇所で各１回実施。

予備費 ３,０００千円 １３１千円
前年度決算比 ＋２,８６９千円 【不測の事態に備えるため、平成２０年度から計上】

※平成２０年度は「会計経理事務一部委託」費用として131千円を支出

支援業務費総額 ７０,３１４千円 ７３,０６８千円

６



【参考】 「ユニバーサルサービス」に関する問い合わせについて 平成２１年２月末時点
７

１ ユーザからの問い合わせ状況等

平成２０年 平成２１年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

総務省等 35 51 29 32 32 21 19 14 19 27 15 40 122 109

支援機関※１ 30 40 24 26 25 19 17 12 13 20 12 38 109 85

総務省※２ 5 11 5 6 7 2 2 2 6 7 3 2 13 24

民間事業者※３ 3,286 2,842 2,035 2,271 2,116 2,123 2,039 2,000 1,968 2,031 1,753 1,786 2,513 4,539

合 計 3,321 2,893 2,064 2,303 2,148 2,144 2,058 2,014 1,987 2,058 1,768 1,826 2,635 4,648

２ ユーザからの主な問い合わせ内容

○ ユニバーサルサービス制度の概要について（ユニバーサルサービスの範囲、ユニバーサルサービス制度の必要性や仕組み 等）

○ 「ユニバーサルサービス料」の設定・徴収について（負担金をユーザーに転嫁している電話会社の説明が不十分 等）

○ ＮＴＴ東西の経営状況について（黒字なのになぜ補てんが必要か 等） など

（参考） ユニバーサルサービス制度に関するポータルサイトのアクセス数

平成２０年 平成２１年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

支援機関 11,561 9,603 8,042 6,651 7,737 6,234 6,750 6,828 9,206 8,830 10,200 22,631 36,107 16,086

総務省 5,873 5,516 4,551 4,496 4,925 4,995 4,661 13,195 7,340 4,400 7,749 5,721 7,307 5,777

（※1：平成18年9月16日設置 ※2：地方支分部局分を含む ※3：ＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイルの主要６社の合計値）

（単位：件）

（単位：回）



  
   

 

 

 



具体的な施策について

項 目 内 容

人員のスリム化

年度末人員数

＜H19実績＞ ＜H20＞

(対前年度増減）

4.9万人

業務の集約・アウト
ソーシングによる効
率化の実施

資産のスリム化

○遊休不動産の売却による保有コストの削減

・集約に伴い廃止した拠点の建物スペースの有効活用のため、
空スペースの貸付を推進。

○空スペースの有効活用

・社宅等の集約、廃止及び売却により、保有コストの削減を
推進。

その他

○その他物件費全般にわたる抑制

○＠ビリングの利用増による料金請求コストの抑制

・ＩＳＯ１４００１取得による紙・事務用品経費及び電気使
用料の削減等

※1、※2

※1 人員数はＮＴＴ東日本及びアウトソーシング会社等の合計。
※2 年度末に退職・再雇用する人員を含む。
※3 H20末及びH21末については推計値である。

※3

○Ｗｅｂ受付の推進による効率化

（別紙）

＜内訳＞ 0.6万人NTT東日本本体

＜H21＞

4.6万人

※3

0.6万人

（▲0.3万人）

○１１６業務

・拠点の集約、アウトソーシングによる効率化を実施。

・実施時期：Ｈ２１年６月末に完了予定。

4.3万人

0.6万人

（▲0.3万人）

＜H19年度末＞ ＜H21年6月末＞

○加入権取扱い業務

拠点数： ２７拠点 → ２０拠点

・拠点の集約、アウトソーシングによる効率化を実施。

・実施時期：Ｈ２０年１２月に完了。

＜H19年度末＞ ＜H20年12月末＞

拠点数： １８拠点 → １拠点

※実施時期はＨ２０年度のものを含みますが、Ｈ２１年度においては見直
し効果が通年ベースに拡大します。



基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化について

Ｈ１９実績 Ｈ２０見込 Ｈ２１計画

基礎的電気通信
役務に係る設備
利用部門の費用

＜効率化率＞

１，８０４億円 １，６７８億円 １，５６１億円

＜▲７％＞ ＜▲７％＞

効率化額

▲１１７億円

（参考）



 


     

   

   

 

 

 

 

 



具体的な施策について

項目 内容

人員のスリム化

年度末人員数

(対前年度増減）

業務の集約等

資産のスリム化

○遊休不動産の売却による保有コストの削減

・集約に伴い廃止した拠点の建物スペースの有効活用のため、
空スペースの貸付を推進。

○空スペースの有効活用

・社宅等の集約、廃止及び売却により、保有コストの削減を推進。

その他

○その他物件費全般にわたる抑制

○Ｍｙビリングの利用増による料金請求コストの抑制

・ISO14001取得による紙・事務用品経費及び電気使用料の削減等

・メール便の活用による配送費の削減

・社内OA網の効率化による維持コストの削減

※1、※2

※1 人員数は、ＮＴＴ西日本及びアウトソーシング会社等の合計。
※2 年度末に退職・再雇用した人員を含む。
※3 H20末及びH21末については推計値である。

○Ｗｅｂ受付の推進による効率化

（別紙）

＜内訳＞ 0.6万人 0.6万人NTT西日本本体 0.6万人

・実施時期：平成２０年４月から平成２１年７月にかけて実施。

・料金問合せ業務を対象に拠点を集約し、費用の削減を図る。
（７０拠点を５２拠点に見直し）

○料金業務

＜H19実績＞ ＜H20＞

5.4万人 4.9万人 4.6万人

（▲0.5万人）（▲0.3万人）

※3 ※3

＜H21＞

※実施時期は平成２０年度のものを含みますが、平成２１年度においては
見直し効果が通年ベースに拡大します。

○１１６業務

・受付時間の見直しによる効率的な受付体制の推進。

・実施時期：平成２０年１０月実施。

○加入権取扱い業務

・１５拠点を２拠点に集約し、費用の削減を図る。

・実施時期：平成２０年７月実施。



基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化について

Ｈ１９実績 Ｈ２０見込 Ｈ２１計画

基礎的電気通信
役務に係る設備
利用部門の費用

＜効率化率＞

１，４０３億円 １，３０５億円 １，２１４億円

＜▲７％＞ ＜▲７％＞

効率化額

▲９１億円

（参考）



 
 

 

 

     

 
 

   

 



 

 

 

 

 

 

平成２１年度 事業計画 

 

 

自 平成２１年 ４月 １日 

至 平成２２年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務大臣指定 基礎的電気通信役務支援機関 

社団法人 電気通信事業者協会 

 

 



平成２１年度事業計画 

 

ユニバーサルサービス制度稼動４年目となり、交付金の交付及び負担金の徴

収に係る業務等順調に推移してきているが、平成２１年度は制度の一層の定着

化に努めるとともに効率化に配意しつつ支援業務の強化を図るため以下の事業

を推進する。 

 

 

１ 交付金の交付及び負担金の徴収に係る関係業務の的確な実施 

 

（１）交付金の交付、負担金の徴収に係る業務の的確な実施 

 

交付金の交付及び負担金の徴収の業務については、実施後３年目となり

前年度の実施結果を踏まえ交付金の交付及び負担金の徴収業務を引き続き

的確に実施のこととする。 

 

（２）交付金の額及び負担金の額等についての認可申請の円滑な実施 

 

関係法令に基づき、以下の事務を適切かつ円滑に実施することとする。 

○法第１０９条第１項の規定に基づき、交付金の額を算定し当該交付金

の額及び交付方法について総務大臣の認可を受けること 

○法第１１０条第２項の規定に基づき、負担金の額を算定し当該負担金

の額及び徴収方法について総務大臣の認可を受けること 

○総務省告示第４２９号（平成１８年７月３１日）に基づき番号単価を

算定すること 

 

（３）外部機関による会計経理事務におけるチェック機能の強化 

 

交付金の交付及び負担金の徴収事務を適正かつ公正・確実に実施するた

め、引き続き外部機関（公認会計士等）による会計経理事務におけるチェ

ック機能の強化を図る。 

 

 

２ 周知・広報活動及び問い合わせ対応の実施 

 

（１）多面的な周知・広報活動の実施 

 



 

 

より一層のユニバーサルサービス制度の周知を図るため、これまでの実

施結果を踏まえ、インターネットの多面的な活用や周知資料の充実、その

他必要な行事など効率性を配慮しつつ、関係者と連携のもと実施する。 

 

（２）円滑な問い合わせ対応 

 

関係電気通信事業者及び一般利用者からの問い合わせ等が年間を通じて

相当数あり、特に番号単価の算定や料金請求書が送付された直後などは問

い合わせが増加する。 

これら問い合わせに迅速、的確に対応するため支援業務室及びコールセ

ンターによる対応について効率性を配慮しつつ継続実施する。 

 

 

３ 支援業務諮問委員会の運営 

 

法第１１３条第２項の規定に基づき、交付金の額及び交付方法並びに負担

金の額及び徴収方法、番号単価の算定、その他、支援業務の実施に関する重

要事項を調査審議するため開催される諮問委員会の運営に資することとする。 

同委員会の開催の時期は、交付金及び負担金の額等の認可申請案等作成時、

予算作成時及び修正番号単価算定時の３回を定例開催とする。 

 

 

４ 効率的な業務執行体制の整備と関係事務の円滑な推進 

 

支援業務を引き続き円滑に、かつ、効率的に実施する視点から業務執行体

制の整備強化を図るとともに、関係規定の整備、関係機関等との連携強化な

どの推進に努める。 

 

 

５ 情報公開の実施 

 

支援機関の財務状況、番号単価、交付金及び負担金に係る情報、電気通信

事業者のユニバーサルサービス料の設定状況、その他の支援業務に関する情

報の公開をホームページや自動音声・ＦＡＸ案内サービス等を活用して可能

な限り実施する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

平成２１年度 収支予算 

 

 

自 平成２１年 ４月 １日 

至 平成２２年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務大臣指定 基礎的電気通信役務支援機関 

社団法人 電気通信事業者協会 

 

 

 



収 支 予 算 書
（基礎的電気通信役務支援機関業務特別会計）

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

(単位：円)

  科  目 予  算  額 前年度予算額 増 減 備考

 Ⅰ 事業活動収支の部

  １．事業活動収入

   (1) 負 担 金 収 入 15,310,702,348 11,448,228,311 3,862,474,037 

 (2) 雑 収 入 0 0 0 

事業活動収入計 15,310,702,348 11,448,228,311 3,862,474,037 

  ２．事業活動支出

 (1) 事 業 費 支 出 15,303,892,000 11,449,640,416 3,854,251,584 

交 付 金 支 出 15,245,606,000 11,381,290,416 3,864,315,584 

給 料 手 当 支 出 16,607,000 16,328,000 279,000 

福 利 厚 生 費 支 出 2,335,000 2,305,000 30,000 

会 議 費 支 出 52,000 52,000 0 

旅 費 交 通 費 支 出 980,000 980,000 0 

通 信 運 搬 費 支 出 855,000 896,000 △ 41,000 

備 品 費 支 出 300,000 300,000 0 

消 耗 品 費 支 出 492,000 492,000 0 

印 刷 製 本 費 支 出 50,000 50,000 0 

賃 借 公 益 費 支 出 338,000 338,000 0 

図 書 費 支 出 50,000 50,000 0 

諸 謝 金 支 出 3,512,000 3,185,000 327,000 

周 知 広 報 費 支 出 30,765,000 41,424,000 △ 10,659,000 

支 払 利 息 支 出 1,800,000 1,800,000 0 

雑 支 出 150,000 150,000 0 

   (2) 管 理 費 支 出 8,114,000 8,074,000 40,000 

役 員 報 酬 支 出 778,000 780,000 △ 2,000 

給 料 手 当 支 出 3,010,000 2,972,000 38,000 



福 利 厚 生 費 支 出 495,000 491,000 4,000 

旅 費 交 通 費 支 出 83,000 83,000 0 

光 熱 水 料 費 支 出 329,000 329,000 0 

賃 借 公 益 費 支 出 3,389,000 3,389,000 0 

租 税 公 課 支 出 30,000 30,000 0 

事業活動支出計 15,312,006,000 11,457,714,416 3,854,291,584 

事業活動収支差額 △ 1,303,652 △ 9,486,105 8,182,453 

 Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

   (1) 特定資産取崩収入

借入金返済引当資産取崩収入 214,652 1,563,105 △ 1,348,453 

投資活動収入計 214,652 1,563,105 △ 1,348,453 

２．投資活動支出

   (1) 特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出 914,000 887,000 27,000 

投資活動支出計 914,000 887,000 27,000 

投資活動収支差額 △ 699,348 676,105 △ 1,375,453 

 Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

   (1) 借 入 金 収 入 63,814,000 65,311,000 △ 1,497,000 

財務活動収入計 63,814,000 65,311,000 △ 1,497,000 

２．財務活動支出

   (1) 借入金返済支出 65,311,000 68,501,000 △ 3,190,000 

財務活動支出計 65,311,000 68,501,000 △ 3,190,000 

財務活動収支差額 △ 1,497,000 △ 3,190,000 1,693,000 

 Ⅳ 予 備 費 支 出 3,000,000 3,000,000 0 

当期収支差額 △ 6,500,000 △ 15,000,000 8,500,000 

前期繰越収支差額 6,500,000 15,000,000 △ 8,500,000 

次期繰越収支差額 0 0 0 

（注）借入金限度額：ユニバーサルサービス（基礎的電気通信役務）支援機関の業務を円滑に
遂行するため、平成２０年度末決算における純資産の額を限度として、
必要最小限の一時借入を行うことができる。




